
【助成対象者】 

入居にかかる契約者本人が５０歳未満で、村営住宅や民間賃貸住宅等に入居している

方が助成対象です。（生活保護受給者、正職員である地方公務員および下北山村役場職員

の給与支給に準じた住宅手当を受給している職員、村税等の滞納者は助成対象外となり

ます。）※村税等を１ヵ月以上滞納した場合は本助成金を受給できなくなります。 

 

【助成金額】 

現在支払っている家賃から１０,０００円を差し引いた金額の１/２を支給します。（１

００円未満切り捨て、最大５０,０００円）ただし、助成対象は実質負担額とし、お勤め

先などの住宅手当を差し引いた額の１/２を支給します。 

（例）：３８,５００円の家賃を払っていて、勤め先から５,０００円の住居手当をもらっ

ている場合→（３８,５００－１０,０００－５,０００）×１/２＝１１,７５０ですが、１

００円未満切り捨てのため１１,７００円が助成金額となります。 

 

【支給期間】 

支給期間は申請のあった日の属する月からその月の属する年度の３月３１日までとな

りますので、継続して助成を希望される場合は毎年申請が必要です。 

また、助成金は３か月ごとにまとめて支給します。 

（例）：平成２８年４月８日申請→平成２８年４月分から平成２９年３月分まで支給。平

成２９年４月以降も住宅助成を希望する場合は平成２９年４月中に申請が必要となりま

す。 

 

【添付書類】 

●住民票の写し（申請者が属する世帯全員分） 

●村営住宅場合：収入額確定通知書の写し（入居初年度の場合は入居決定通知書） 

民間賃貸住宅の場合：賃貸契約書写し 

●免許証または健康保険証の写し 

●住宅手当及びその他家賃助成金額証明書（様式第２号にて提出。受給されていない場

合であっても受給額は０円であると記入した様式の提出が必要です。） 

 

【申請手続きのながれ】 

① 申請者が役場あて申請書を提出（様式第１号、該当者は第２号も併せて提出） 

② 役場が申請者あて助成金の交付決定通知書を送付 

③  申請者が住宅家賃助成金支給請求書を３か月ごとに提出（様式第４号） 

④ ３か月毎に支給(４～６月→７月末、７～９月→１０月末、１０月～１２月→翌年

１月末、１～３月→４月末を予定しております。) 

～住宅家賃助成金の申請について～ 

詳しくは下北山村役場  

地域創生推進室まで 

お問い合わせください。 

電話：07468-6-0001 


